
「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (2)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 1,842,266 千円

29年度予算額： 1,258,454 千円

28年度歳出予算現額※ 972,007 千円
28年度決算額： 5,665,388 千円 の内数

使用割合： － ％

－

○

該当施策概要

通し番号  121 

機構定員要求

　平成29年8月、地方公共団体の教育相談指導者を対象として、いわゆるアダ
ルトビデオ出演強要問題・「ＪＫビジネス」問題の被害者をはじめとする犯罪被
害者等に関する内容を含む教育相談の研修を実施。

  いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「ＪＫビジネス」問題の被害者をはじめとする
犯罪被害者等を含む児童生徒の相談等に的確に対応できるよう、スクールソーシャル
ワーカーの配置を拡充（平成29年度予算：5,000人）。

（平成30年度予算概算要求等）
　スクールソーシャルワーカーについては、ニッポン一億総活躍プラン等において、平
成31年度までに、原則として、全ての中学校区（約１万人）に配置することとされてお
り、引き続きこの目標に向けて配置拡充を行う。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

②「いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・『ＪＫビジネス』問題等に関する今後の対
策」に基づく施策の推進
　　「いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・『ＪＫビジネス』問題等に関する今後の対
策」（平成29年５月19日いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「ＪＫビジネス」問題等
に関する関係府省対策会議決定）に基づき、こうした問題の根絶に向け、更なる実態
把握や取締り等の強化、教育・啓発の強化、相談体制の充実、保護・自立支援の取組
強化等の施策を総合的に推進する

（２）若年層を対象とした性的な暴力の根絶

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

スクールソーシャルワーカー活用事業

   いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「ＪＫビジネス」問題の被害者をはじめとする
犯罪被害者等を含む児童生徒の相談等に的確に対応できるよう、養護教諭等と連携
しながら児童生徒の心のケアを行うスクールカウンセラー、スクールソーシャルワー
カー等の適正な配置や、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等への犯
罪等の被害に関する研修等による資質の向上を通じて、学校における教育相談体制
を充実させる。
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分野
－大
項目

８－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

貧困等生活上の困難に直面する女性等への支援

-

-

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係
る平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基
づく平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

文部科学省

初等中等教育局児童生徒課
担当府省・担当課
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (2)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： ― 千円

29年度予算額： ― 千円

28年度歳出予算現額※1 ― 千円
28年度決算額： ― 千円

使用割合： ― ％

－

－

該当施策概要

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

業界関係者に対する法令等の周知

   いわゆるアダルトビデオ出演強要問題等については、政府を挙げて、その根絶に取り
組む必要があり、関係府省が連携して対策を実施するため、「いわゆるアダルトビデオ
出演強要問題・『ＪＫビジネス』問題等に関する関係府省対策会議」を設置した（平成29
年３月21 日関係府省申合せ）。同会議において決定された「いわゆるアダルトビデオ出
演強要問題・『ＪＫビジネス』問題等に関する今後の対策」において、業界関係者に対す
る法令等の周知を実施することとしている。

　アダルトビデオ出演強要問題について、出演者が労働者に該当する場合には、職業
安定法、労働者派遣法、労働基準法等の対象となり、例えば、公衆衛生又は公衆道徳
上有害な業務に就かせる目的で労働者派遣をすることが罰則をもって禁じられているこ
と（労働者派遣法第58 条）等について、業界関係者に対して、周知を行うことを予定し
ており、周知する内容等について検討中。

その他（具体的に）

②「いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・『ＪＫビジネス』問題等に関する今後の対策」
に基づく施策の推進
　「いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・『ＪＫビジネス』問題等に関する今後の対策」
（平成29年５月19日いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「ＪＫビジネス」問題等に関
する関係府省対策会議決定）に基づき、こうした問題の根絶に向け、更なる実態把握や
取締り等の強化、教育・啓発の強化、相談体制の充実、保護・自立支援の取組強化等
の施策を総合的に推進する

（２）若年層を対象とした性的な暴力の根絶

通し番号  122 

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

419



分野
－大
項目

７－４

分野
－大
項目

担当府省・担当課

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

厚生労働省

職業安定局需給調整事業課、労働基準局監督課

その他関係する分野・大項目等

性犯罪への対策の推進

－

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

－

主に関係する分野・大項目

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (2)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 17,228 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  123 

機構定員要求

－

　　若年層における女性に対する暴力の予防啓発の充実に向けて、国内外における啓発
手法について有識者検討会における分析等を踏まえ、被害者に対する効果的な啓発媒体
の開発・制作を行う。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

③若年層の性的搾取に係る相談・支援の在り方の検討
　若年層の性的搾取に係る相談・支援の実態を把握し、今後の効果的な相談・支援の在り
方についての検討を行う。

（２）若年層を対象とした性的な暴力の根絶

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

若年層における女性に対する暴力の効果的な予防啓発及び被害者支援のための調査研
究

   「いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・『ＪＫビジネス』問題等に関する今後の対策」
（平成29年５月策定）においては、広報・啓発活動の強化に取り組むとともに、関係機関の
職員が被害者等に対し適切に相談対応することができるよう、有識者や関係機関の意見
も踏まえ、対応マニュアルを作成することとしている。
  若年層における女性に対する暴力の予防啓発及び被害者支援に関する調査等をとおし
て、国内における予防啓発手法及び相談支援の在り方の改善を目的とする。
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分野
－大
項目

７－４

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

７－１

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

性犯罪への対策の推進

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成
２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課
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若
年
層
に
お
け
る
女
性
に
対
す
る
暴
力
の

効
果

的
な
予

防
啓

発
及
び
被
害
者
支
援
の
た
め
の
調
査

研
究

１
．
目
的

「
い
わ

ゆ
る
ア
ダ
ル

ト
ビ
デ
オ
出

演
強

要
問

題
・
『
Ｊ
Ｋ
ビ
ジ
ネ
ス
』
問

題
等

に
関

す
る
今

後
の

対
策

」
（
平

成
2
9
年

５
月

策
定

）
に
お
い
て
は

、
広

報
・
啓

発
活

動
の

強
化

に
取

り
組

む
と
と
も
に
、
関

係
機

関
の

職
員

が
被

害
者

等
に
対

し
適

切
に
相

談
対

応
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、
有

識
者

や
関

係
機

関
の

意
見

も
踏

ま
え
、
対

応
マ
ニ
ュ
ア
ル

を
作

成
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

若
年

層
に
お
け
る
女

性
に
対

す
る
暴

力
の

予
防

啓
発

及
び
被

害
者

支
援

に
関

す
る
調

査
等

を
と
お
し
て
、
国

内
に
お

け
る
予
防
啓
発

手
法

及
び
相

談
支

援
の
在

り
方

の
改
善

を
目

的
と
す
る
。

２
．
概
要

●
検
討
会
の
開
催

：
有

識
者

５
名
程
度
、
５
回

●
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査

：
若

年
層
に
お
け
る
女
性
に
対
す
る
暴

力
の
予

防
啓

発
や

被
害

者
支

援
に

実
績

の
あ
る
団
体
等

５
団
体
程
度

●
若
年
層
を
対
象
と
し
た
女
性

に
対
す
る
暴
力
の
予
防
啓
発
媒
体
の
開
発
・
制
作
及
び

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施
等

：
啓

発
媒

体
…

Ｈ
Ｐ
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
用

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
啓
発
冊

子

●
相
談
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
及
び
調
査
報
告
書
の
作
成
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (3)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 174,694 千円

29年度予算額： 110,244 千円

28年度歳出予算現額※1 7,876 千円
28年度決算額： 6,184 千円

使用割合： 78.5 ％ （都道府県警察費補助金を除く）

○

○

該当施策概要

通し番号  124 

機構定員要求

地方財政計画

・　平成29年度において、ストーカー事案を始めとする人身安全関連事案対策等の強
　化のため、地方警察官の増員を措置した。
・　平成30年度において、
　＊　ストーカー被害の未然防止・拡大防止に関する国民の理解の増進を図るためのパ
　ンフレット・リーフレットの作成等
　＊　被害者等の安全を確保するための一時避難に係る経費の一部を都道府県に補助
　＊　ストーカー事案の加害者に関する精神医学的・心理学的アプローチに係る経費の
　一部を都道府県に補助
　＊　サイバーストーキングに関する調査研究及び警察官向け研修資料の作成
　等を実施し、人身安全関連事案への対策の推進を目指す。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

①「ストーカー総合対策」に基づく取組の実施
   ストーカー被害の未然防止・拡大防止に関する国民の理解の増幅を図るためのリー
フレットの作成・配布、被害者等の安全を確保するための一時避難に係る経費の一部
の都道府県への補助、ストーカー加害者に対する精神医学的・心理学的アプローチに
おける地域精神科医療との連携等に係る経費の一部の都道府県への補助等、「ストー
カー総合対策」（平成27年３月20日ストーカー総合対策関係省庁会議）に基づく各種取
組を実施する。

（３）ストーカー事案への対策の推進

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

「ストーカー総合対策」に基づく取組の実施

　警察では、ストーカー事案等の人身安全関連事案に一元的に対処するための体制を
確立し、組織による迅速・的確な対応を推進しているところであるが、平成28年中のス
トーカー事案の相談等件数は22,737件と高水準で推移しており、依然として重大事件に
発展するものが見られるなど、既存の施策のみでは被害者等の生命・身体の安全を確
保することが困難となっている。
　また、「ストーカー総合対策」の趣旨及び内容を踏まえたストーカー対策の総合的な取
組の確実な実施を図っているところである。
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分野
－大
項目

７－３

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

ストーカー事案への対策の推進

９７、９８、９９、１０２、１０３

８６

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

警察庁

生活安全局生活安全企画課
担当府省・担当課
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ス
ト
ー
カ
ー
事
案
・
配
偶
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暴
力
事
案
等
へ
の
対

応

（
件
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※
平

成
2
８

年
中

の
相

談
等

件
数

は
、

い
ず

れ
も

高
水

準
で

推
移

主
な

対
応

策
・

人
身

安
全

関
連

事
案

に
対

処
す

る
た

め
の

体
制

の
確

立
・

改
正

ス
ト

ー
カ

ー
規

制
法

の
着

実
な

施
行

事
案

の
各

段
階

で
対

策
・

支
援

が
必

要
不

可
欠

○
重

大
事

案
に

急
展

開
す

る
お

そ
れ

○
検

挙
・

警
告

等
さ

れ
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も
繰

り
返

す
、

大
胆

な
犯

行
○

都
道

府
県

警
察

の
負

担
増

１
被

害
者

等
か

ら
の

相
談

対
応

の
充

実
２

被
害

者
情

報
の

保
護

の
徹

底
３

被
害

者
等

の
適

切
な

避
難

等
に

係
る

支
援

の
推

進
４

調
査

研
究

、
広

報
啓

発
活

動
等

の
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５

加
害

者
対

策
の

推
進

６
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図
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た
め
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対
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が
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携
し

、
社

会
全
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で

、
被

害
者

支
援

の
取

組
、

加
害

者
対

策
を

行
う

こ
と

が
必

要

女
性

活
躍

加
速

の
た

め
の

重
点

方
針

2
0

1
7

（
H

2
9

.６
.６

す
べ

て
の

女
性

が
輝

く
社

会
づ

く
り

本
部

）

女
性

の
活

躍
を

支
え

る
安

全
・

安
心

な
暮

ら
し

の
実

現
○

「
ス

ト
ー

カ
ー

総
合

対
策

」
に

基
づ

き
、

ス
ト

ー
カ

ー
被

害
の

未
然

防
止

・
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大
防

止
に

関
す

る
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
の

作
成

・
配

布
、

被
害

者
等

の
安

全
を

確
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す
る

た
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の
一

時
避

難
に

係
る

経
費

の
一

部
の

補
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等
の

取
組

を
推
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関

連
携

に
よ
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ス
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カ
ー

加
害

者
更
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の

た
め

の
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組
に

つ
い

て
調
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研

究
す

る
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○
ス

ト
ー

カ
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情
報

管
理

業
務

及
び

配
偶

者
暴

力
情

報
管

理
業

務
の

充
実

・
強
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を

図
る

。

改
正

ス
ト

ー
カ

ー
規

制
法

（
H

2
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2

.６
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立
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〇
加

害
者

を
更

生
さ

せ
る

た
め

の
方

法
等
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い
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査
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究

を
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〇

国
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・
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追
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パ
ン
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レ
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対
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フ
レ
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加
害

者
対
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リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
等

被
害
者
等
の
一
時
避
難
等
の
支
援

一
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回
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カ

メ
ラ
シ
ス
テ
ム
の

整
備



「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (3)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 16,370 千円

29年度予算額： 11,545 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  125 

機構定員要求

－

　多機関連携によるストーカー対策のための取組に係る有識者検討会を設置し、海外の
文献等も参考にしつつ、被害者や関係機関が事案の危険性等を評価するための評価
シートを作成するとともに、これらの情報を関係機関で共有するための問題点や改善策
について提言を受ける。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

②ストーカー加害者更生に関する取組の実施
    警察がストーカー加害者の評価を行い、ストーカー加害者自身に加害行為を認識させ
るとともに、関係機関とも連携して必要な支援につなげるための取組（多機関連携による
ストーカー加害者更生のための取組）について調査研究する。

（３）ストーカー事案への対策の推進

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

ストーカー加害者更生に関する取組の実施

　最近のＳＮＳの普及等によるコミュニケーション手段の変化や、対人関係の多様化によ
り、ストーカー事案への対応はますます困難化しており、被害者自身においても、自らに
対する加害者の行為について、その危険性等に係る判断や相談先等に迷う場面が増加
しているものと考えられる。また、関係機関により相談窓口の整備は進められているもの
の、当該窓口においても、事案の危険性等を判断するためのツールがないため、被害者
等からの相談に対し、何ら対応できない実態もあるものと考えられる。
　ストーカー加害者に対しては、警察が行政手続、刑事手続等の措置を行うが、その後、
加害者が真に被害者への執着等から離脱し、被害者への再度のつきまとい等を起こす
ことなく生活できるようにするためには、関係機関等との連携が不可欠である。しかし、特
に加害者への対応に関しては、関係機関ができる措置や、個別事案に係る連携方策等
が明らかでない。
　こうした観点から、海外の文献や取組等を参考としつつ、相談段階における被害者への
的確な支援の在り方、加害者の対応に係る連携のための問題点や改善策について調査
し、提言を受けることを目的とする。
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分野
－大
項目

７－３

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

ストーカー事案への対策の推進

－

８６

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

警察庁

生活安全局生活安全企画課
担当府省・担当課
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (3)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 15,495 千円

29年度予算額： 12,061 千円

28年度歳出予算現額※1 － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  126 

その他（具体的に）

③ストーカー情報管理業務等の充実・強化
　ストーカー事案、配偶者からの暴力事案等の人身安全関連事案に関し、事案の危険
性等の判断をするための横断的な照会が実施できるシステムを構成するなど、ストー
カー情報管理業務及び配偶者暴力情報管理業務の充実・強化を図る。

（３）ストーカー事案への対策の推進

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

ストーカー情報管理業務等の充実・強化

　ストーカー事案、配偶者からの暴力事案等の人身安全関連事案については、その危
険性・切迫性を判断するため、警察署からの速報を受けた本部において、ストーカー情
報管理ファイル、配偶者暴力情報管理ファイル、相談情報管理ファイル等の検索を実施
しているところであるが、ストーカー事案、配偶者からの暴力事案等の相談等受理件数
が高水準となる中で、それぞれのファイルにおいて保有している情報の横断検索、１回
の照会による網羅的な検索等、検索機能を高度化することにより、この同種事案の過去
の取扱いについて、効果的かつ効率的に把握する必要がある。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

　ストーカー情報管理ファイル、配偶者暴力情報管理ファイル及び相談情報管理ファイ
ルに保有している情報の横断検索、１回の検索による網羅的な検索等、検索機能を高
度化するプログラムを開発する。
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分野
－大
項目

７－３

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

警察庁

生活安全局生活安全企画課
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

ストーカー事案への対策の推進

－

８６

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (4)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 26,046 千円

29年度予算額： 22,539 千円

28年度歳出予算現額※1： 26,046 千円
28年度決算額： 19,653 千円

使用割合： 75.5 ％

－

－

該当施策概要

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

①市町村における配偶者暴力相談支援センターの設置促進等
　市町村における配偶者暴力相談支援センターの設置を促進するとともに、研修の充実等
による相談員の質の向上等、配偶者等からの暴力の被害者への支援体制の充実を図る。

（４）配偶者等からの暴力の被害者への支援の充実等

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

女性に対する暴力被害者支援のための官官・官民連携促進事業

　　配偶者暴力相談支援センター（以下「センター」という。）における相談件数の増加及び
被害の多様化に対応するため、センターを設置した地方公共団体の取組事例の収集・分
析、センター長等を対象とした研修の実施及びセンターの設置を検討している市町村への
アドバイザー派遣を通して、地方公共団体のセンターにおける相談対応の質の向上及び被
害者支援における関係機関の更なる連携促進を目的とする。

通し番号  127 

機構定員要求

－

　　センターの運営・管理に責任を持つ者（センター長及びセンター主管課長を対象とする
研修（支援体制の強化、相談員等の職員の円滑な管理）、相談員（センターの相談員及び
現にセンターと連携している民間相談員）を対象とする研修（法制度や支援実務に有用なス
キル等を専門家から学ぶ機会を提供するもの）を実施する。
　センターを設置した地方公共団体における個別事案の対応を含めた関係機関間連携の
具体的方法に関する取組事例を収集・分析し地方公共団体に提供する。
　概ね平成30年度までにセンター設置を検討している市町村にアドバイザーを派遣する。
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分野
－大
項目

７－２

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の
推進

－

８８、９０－２

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

434



女
性
に
対
す
る
暴
力
の
被
害
者
支
援
の
た
め
の

官
官

・
官

民
連

携
促
進
事
業

１
．
目
的

配
偶

者
暴

力
相

談
支

援
セ
ン
タ
ー
（
以

下
「
支

援
セ
ン
タ
ー
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
相

談
件

数
の

増
加

及
び
被

害
の

多
様

化
に
対

応
す
る
た
め
、
支

援
セ
ン
タ
ー
を
設

置
し
た
地

方
公

共
団

体
の

取
組

事
例

の
収

集
・
分

析
、
支

援
セ
ン
タ
ー

長
等

を
対

象
と
し
た
研

修
の

実
施

及
び
支

援
セ
ン
タ
ー
の

設
置

を
検

討
し
て
い
る
市

町
村

へ
の

ア
ド
バ

イ
ザ

ー
派

遣
を

通
し
て
、
地

方
公

共
団

体
の

支
援

セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
相

談
対

応
の

質
の

向
上

及
び
被

害
者

支
援

に
お
け
る
関

係
機

関
の
更
な
る
連

携
促

進
を
図

る
。

２
．
概
要

●
研
修

※
対
象

者
：
支

援
セ
ン
タ
ー
長

、
地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
支
援
セ
ン
タ
ー
主

管
部

（
局

）
の

職
員

、
官

民
の

相
談

機
関
の
相
談
員

●
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置

し
た
地
方
公
共
団
体
の
事
例
報
告
集

●
支
援
セ
ン
タ
ー
設
置
検
討

市
町
村
へ
の
ア
ド
バ
イ
ザ
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (4)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 1,631 千円

29年度予算額： 1,631 千円

28年度歳出予算現額※1： 1,631 千円
28年度決算額： 766 千円

使用割合： 47.0 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  128 

その他（具体的に）

①市町村における配偶者暴力相談支援センターの設置促進等
　市町村における配偶者暴力相談支援センターの設置を促進するとともに、研修の充実等
による相談員の質の向上等、配偶者等からの暴力の被害者への支援体制の充実を図る。

（４）配偶者等からの暴力の被害者への支援の充実等

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

ＤＶ被害者のための相談機関案内サービス

　　平成26年度に内閣府が実施した「男女間における暴力に関する調査」によると、男女と
も約６割が配偶者からの暴力について相談できる窓口を「知らない」と回答している。この
状況を踏まえ、被害者が相談しやすい最寄りの相談機関（配偶者暴力相談支援センター
等）に簡便かつ迅速につながる環境整備を目的とする。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

　　全国共通のダイヤル（0570-0-55210）を設定し、相談者の発信地域等の情報から、最寄
りの相談機関（配偶者暴力相談支援センター等）の電話に自動転送するサービスを実施す
る。
　また、内閣府で全国共通ダイヤルの広報用携帯カードを作成し、地方公共団体に配布す
る（携帯カードを医療機関、公共施設、多くの人が立ち寄る場所、被害者の目に留まりやす
い場所やトイレ等人目を気にすることなく手に取りやすい場所にお置いてもらうように地方
公共団体に依頼。）。
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分野
－大
項目

７－２

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成
２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の
推進

１２３、１５４

８９

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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ビ
ス

○
全
国
共
通
の
ダ
イ
ヤ
ル

（0
57

0-
0-

55
21

0）
を

設
定
し
、
相
談

者
の

発
信

地
域

等
の

情
報
か

ら
、
最
寄
り
の
相

談
機

関
（配

偶
者
暴

力
相
談

支
援
セ
ン
タ
ー
等
）
の
電
話
に
自

動
転

送
す
る
。

○
広

報
用

携
帯
カ
ー
ド

全
国

共
通

ダ
イ
ヤ
ル
の
広
報
用
携
帯
カ
ー
ド
を
地

方
公

共
団

体
に
配

布
。
被
害
者
の
目
に
留
ま
り
や
す

い
場

所
や

ト
イ
レ
等
に
置
い
て
も
ら
う
よ
う
に
依
頼
。

DV
相

談
ナ

ビ
シ
ス
テ
ム

０
５
７
０
－
０
－
５
５
２

１
０

発
信

地
等

の
情

報
か

ら
す
べ

て
自

動
転

送

Ａ
県

Ｂ
県

Ｄ
県

Ｃ
県

Ｅ
県

Ｆ
県

Ｇ
県
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (4)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 18,908,436 千円 の内数

29年度予算額： 17,697,487 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： 14,409,189 千円 の内数
28年度決算額： 11,489,656 千円 の内数

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

機構定員要求

－

　
　平成29年度においては、社会の変化に見合った婦人保護事業の在り方についての検
討を行うため、調査研究において、婦人相談所等における支援の内容等を中心として実
態把握を行うとともに、若年女性に対する民間団体による支援の実態についても把握す
る。
　平成30年度においては、婦人相談員による相談・支援の充実を図るため、婦人相談員
手当について、勤務実態に応じた手当額となるよう引き上げについて予算要求してい
る。また、若年被害女性等に対して、公的機関と民間の支援団体が密接に連携し、アウ
トリーチによる相談支援や居場所の確保等を行うモデル事業の実施について予算要求
している。

通し番号  129 

その他（具体的に）

②婦人保護事業の在り方の検討
　 社会の変化に見合った婦人保護事業の見直しに向けた検討を推進するため、婦人相
談所等における支援の内容等を中心とした実態把握を行う。

（４）配偶者等からの暴力の被害者への支援の充実等

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

婦人保護事業

   婦人保護事業は、売春防止法（昭和31年法律第118号）に基づき、保護・援助を必要と
する状態等にある女子について、相談・支援を行うとともに、配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護等に関する法律（13年法律第31号）に基づき、配偶者からの暴力被
害女性の保護を図ること等を目的としている。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

７－２

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の
推進

－

９０

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

厚生労働省

子ども家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室
担当府省・担当課
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婦
人

保
護

事
業

の
概

要

１
．
根

拠
法

等
①
売
春

防
止
法
（
昭
和

31
年
制
定
）

②
配
偶

者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律

（
13

年
制

定
/1

6年
・
19

年
・
25

年
改

正
）

③
人
身

取
引
対
策
行
動
計
画
（
平
成

16
年

12
月
）
→
人
身
取
引
対
策
行
動
計
画
（
20

09
・
20

14
）

④
ス
ト
ー
カ
ー
行

為
等
の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成

12
年
制
定
／

25
年
改
正
・
28

年
改
正
）

２
．
対

象
女

性
（
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止

及
び
被

害
者
の

保
護
に
関
す
る
法

律
」
の

施
行
に
対
応

し
た
婦

人
保
護
事
業
の
実
施
に
つ
い
て
＜
局
長
通
知
＞
）

①
売
春
経
歴
を
有

す
る
者

で
、
現

に
保

護
、
援
助
を
必
要
と
す
る
状

態
に
あ
る
と
認

め
ら
れ

る
者

②
売
春
経
歴
は
有

し
な
い
が

、
そ
の

者
の

生
活

歴
、
性
向
又

は
生
活

環
境
等

か
ら
判

断
し
て
現

に
売

春
を
行

う
お
そ
れ

が
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
者

③
配
偶
者
か
ら
の

暴
力

を
受

け
た
者

（
事

実
婚
を
含

む
）

④
家
庭
関
係
の
破

綻
、
生

活
の

困
窮

等
正
常

な
生
活

を
営

む
上

で
困
難

な
問
題

を
有
し
て
お
り
、
か

つ
、
そ
の

問
題

を
解
決
す
べ
き
機

関
が

他
に
な
い
た
め
に
、
現

に
保

護
、
援
助
を
必
要
と
す
る
状

態
に
あ
る
と
認

め
ら
れ

る
者

⑤
人
身
取
引
被
害

者
（
婦
人
相
談
所
に
お
け
る
人

身
取

引
被

害
者

へ
の

対
応
に
つ
い
て
＜

課
長

通
知
＞

）

⑥
ス
ト
ー
カ
ー
被
害

者
（
「
ス
ト
ー
カ
ー
行
為
等
の

規
制

等
に
関

す
る
法

律
の

一
部

を
改

正
す
る
法

律
」の

施
行
に
対
応
し
た
婦
人
保
護
事
業
の
実
施
に
つ
い
て

＜
課
長
通
知
＞
）

３
．
実

施
機

関
等

①
婦
人
相
談
所
（
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
）
及
び
一
時
保
護
所

②
婦
人
相
談
員
（
都
道
府
県
婦
人
相
談
所
・
市
福
祉
事
務
所
等
）

③
婦
人
保
護
施
設
（
都
道
府
県
・
社
会
福
祉
法
人
）

④
こ
の
他
、
①
の
一
時
保
護
の
委
託
先
と
し
て
母
子
生
活
支
援
施
設
・
民
間
シ
ェ
ル
タ
ー
等
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婦
人

保
護

事
業

の
各

機
関

婦
人
相
談
所

○
売

春
防

止
法

に
基
づ
き
都
道
府
県
に
設
置

さ
れ

、
ま
た
、
配
偶

者
か
ら
の

暴
力

の
防
止

及
び
被
害
者
の
保
護
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
業

務
も
行

う
○

全
国

４
９
か

所
（
平
成
２
８
年
４
月
１
日
現
在

）
○

一
時

保
護

機
能

を
持
ち
、
要
保
護
女
子
、
Ｄ
Ｖ
被
害

者
、
人

身
取

引
被
害

者
の
相

談
・支

援
、
一
時
保
護
委
託
を
行
う

○
一

時
保

護
に
係
る
人
件
費
や
入
所
者
の

生
活

費
に
つ
い
て
、
婦

人
保
護

事
業
費

負
担
金

に
て
対
応

（
国

1/
2 
都

道
府
県

1/
2

国
庫
予
算
額
約
１
０
億
円
）

○
婦

人
相

談
所

活
動
費
、
外
国
人
婦
女
子
緊

急
一

時
保
護

経
費
等

の
一
部

に
つ
い
て
、
婦
人

相
談
所
運
営
費
負
担
金
に
て
対
応

（
国

1/
2 
都

道
府
県

1/
2

国
庫
予
算
額
約
２
千
万
円
）

婦
人
相
談
員

○
売

春
防

止
法

に
基
づ
き
都
道
府
県
、
市
等

が
委

嘱
し
、
ま
た
、
配
偶

者
か
ら
の

暴
力
の

防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く

業
務
を
行

う
○

１
，
４
１
５
人

（
平

成
２
８
年
４
月
１
日
現
在
）

○
都

道
府

県
婦

人
相
談
所
、
市
福
祉
事
務
所
等
に
所
属

し
、
要
保

護
女
子

、
Ｄ
Ｖ
被

害
者

の
相
談
・指

導
を
行
う

○
婦

人
相

談
員

活
動
強
化
対
策
費
（児

童
虐
待

・Ｄ
Ｖ
対

策
等

総
合
支

援
事
業

）

婦
人

保
護
施
設

○
売

春
防

止
法

に
基
づ
き
都
道
府
県
や
社
会

福
祉
法

人
が
設

置
し
、
ま
た
、
配

偶
者

か
ら
の

暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
に
関
す
る
法

律
に
基

づ
く
保

護
も
行
う

○
全

国
３
９
都

道
府
県
に
４
８
か
所
（
平
成
２
８
年

４
月

１
日

現
在

）
○

要
保
護

女
子

、
Ｄ
Ｖ
被
害
者
、
人
身
取
引
被
害

者
の
保

護
、
自
立

の
た
め
の
支

援
を
行
う

○
施

設
職

員
の

人
件
費
、
入
所
者
の
生
活
費
に
つ
い
て
、
婦

人
保
護

事
業
費

補
助
金

に
て
対
応

（
国

1/
2

都
道

府
県

1/
2

国
庫

予
算
額
約
１
３
億
円
）（

29
年
度
当
初
予
算
額
）
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婦
人

相
談
員

全
国

1
,4

1
5
人

・
婦
人
相
談
所
や

福
祉
事

務
所
に

配
置
。

・
Ｄ
Ｖ
等
に
係
る
相

談
・
情

報
提
供

等
を
行
う
。

福
祉

事
務
所
（
も
し
く
は
市
町
村
）

生
活
保
護
、
母
子
生
活
支
援
施
設
入
所

保
育
所
入
所
、
子
育
て
短
期
支
援
事
業

母
子
家
庭
等
日
常
生
活
支
援
事
業
、

児
童
扶
養
手
当
の
支
給

等

被 害 女 性

自 立

婦
人

相
談
所

４
９
ヶ
所

・
各
都
道
府
県

１
ヶ
所
（
徳
島
県
の
み
３
ヶ
所
）

・
Ｄ
Ｖ
等
に
係
る
相
談
・
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
・
情
報
提
供

を
行
う
。

・
婦
人
相
談
所
は
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

と
し
て
も
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

（
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
婦
人
相
談

所
も
含
め
、
全
国
２
７
１
カ
所
設
置
）

一
時

保
護
所

４
７
ヶ
所

・
婦
人
相
談
所
に
併
設

（
各
都
道
府
県
１
ヶ
所
）

・
Ｄ
Ｖ
被
害
等
女
性
、
同
伴
児
童
に
係
る
短
期
間
の

一
時
保
護

を
行
う
。

・
保
護
の
期
間
は
概
ね
２
週
間
程
度
。

・
適
切
な
保
護
が
見
込
ま
れ
る
場
合
、
民
間
シ
ェ
ル

タ
ー
、
老
人
福
祉
施
設
、
障
害
者
支
援
施
設
等
へ

一
時
保
護

委
託
。

・
中
長
期
的
な
支
援
が
必
要
な
場
合
、
婦
人
保
護
施

設
へ
の
入

所
措
置
決
定
を
行
う
。

母
子

家
庭

等
就
業
・
自
立
支

援
セ
ン
タ
ー
：
職
業
相
談
、
就
業
支
援
講
習
会
の
開
催
、
就
業
情
報
の
提
供
等

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
：
マ
ザ
ー
ズ
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
等
に
お
け
る
子
育
て
女
性
等
へ
の
就
職
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

児
童

相
談
所

：
心
理
的
虐
待

等
を
受
け
た
子
ど
も
へ
の
心
理
的
ケ
ア
、
子
育
て
相
談
等

連 携

・

協 力

他
省
庁
等

関
係
機
関

警
察

裁
判
所

公
営
住
宅

窓
口

等

民
間

シ
ェ
ル
タ
ー
等

（
一

時
保
護
委
託
）

・
保

護
の
期
間
は
概
ね

２
週

間
程
度

婦
人

保
護

事
業

の
概

要

婦
人

保
護

事
業

関
連

婦
人

保
護

事
業

以
外

の
厚

生
労

働
省

所
管

事
業

婦
人

保
護
施
設

３
９
都
道
府
県

４
８
ヶ
所

・
Ｄ
Ｖ
被

害
女
性
等
に
係

る
生
活

支
援
・
心
理
的

ケ
ア
・
自
立
支
援
を
行

う
。

・
支
援
期
間
は
中
長
期

で
、
概

ね
１
ヶ
月
以
上

。

母
子

生
活
支
援
施
設

生
活
支

援
子
育
て
支
援

心
理
的

ケ
ア

自
立
支

援

（
注

）
婦
人

相
談

員
、
婦
人
相
談

所
及
び
婦
人
保
護
施
設
の
数
は
平
成

28
年

4月
１
日
現
在
。
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
の
数
は
平
成

2
8
年

1
1
月
１
日
現
在

○
婦

人
保
護

事
業

関
連

施
設
と
、
ひ
と
り
親
家
庭

の
支

援
施
策

な
ど
婦

人
保
護

事
業
以

外
の
厚

生
労
働
省
所
管
事
業
を
組
み
合
わ
せ
て
被
害
女
性

の
自

立
に
向

け
た
支
援
を
実
施
。
必
要
に
応
じ
、
関
係

省
庁
等

と
も
連

携
し
て
対

応
。

【
支
援
対
象
】

・
D

V
被
害
女
性

・
ス
ト
ー
カ
ー
被

害
女
性

・
性
暴
力
被
害

女
性

・
人
身
取
引
被

害
女
性

等
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若
年
被
害
女
性
等
支
援
モ
デ
ル
事
業
（
仮
称
）
の
創
設

◆
困
難
を
抱
え
た
女
性
に
つ
い
て
は
、
個
々
の
ケ
ー
ス
に
応
じ
た
細
や
か
な
支
援
を
行
う
こ
と
に
よ
り
早
期
の
自
立
支
援
が
可

能
と
な
る
こ
と
か
ら
、
若
年
被
害
女
性
等
に
対
し
て
、
公
的
機
関
・
施
設
と
民
間
支
援
団
体
と
が
密
接
に
連
携
し
、
ア
ウ
ト
リ

ー
チ
か
ら
居
場
所
の
確
保
、
公
的
機
関
や
施
設
へ
の
「
つ
な
ぎ
」
を
含
め
た
ア
プ
ロ
ー
チ
を
行
う
仕
組
み
を
構
築
す
る
た
め
の

モ
デ
ル
事
業
を
新
た
に
実
施
す
る
。

＜
実
施
主
体
＞
都
道
府
県
・
市
・
特
別
区

＜
補
助
率
＞
国

10
/1

0

若 年 被 害 女 性 等 Ｊ Ｋ ビ ジ ネ ス 被 害 者 等

家 出 少 女 ・ Ａ Ｖ 出 演 強 要 ・

＜
モ
デ
ル
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

★
４
つ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
で
若
年
（
被
害
）
女
性
の
早
期
か
ら
の
自

立
を
支
援

①
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
支
援
【
必
須
】

②
関
係
機
関
連
携
会
議
の
設
置
等

(関
係
機
関
と
の
連
携

)【
必
須
】

③
居
場
所
の
確
保
【
任
意
】

➃
自
立
支
援
【
任
意
】

民
間
団
体

都
道
府
県
・
市
・
特
別
区

事
業
の
全
部
又
は

一
部
を
委
託
可
能

＜
未
然
防
止
＞

◆
夜
間
見
回
り
・
声
か
け

◆
相
談
窓
口
の
開
設
（
電
話
・
メ
ー
ル
・

LI
N

E）

➀
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
支
援

➂
居
場
所
の
確
保

◆
一
時
的
な
「
安
心
・
安
全
な
居
場
所
」
の
提
供
、

相
談
支
援
の
実
施

➃
自
立
支
援

◆
学
校
や
家
族
と
の
調
整
、
就
労
支
援
な
ど

自
立
に
向
け
た
支
援
を
実
施

国
補 助

➁
関
係
機
関
連
携
会
議
の
設
置
等
（
関
係
機
関
と
の
連
携
）

◆
実
施
主
体
は
、
関
係
機
関
連
携
会
議
を
設
置
し
、
関
係
機
関
と
民
間
支
援
団
体
の
連
絡
・
調
整
を
図
る

◆
身
体
的
・
心
理
的
な
状
態
や
置
か
れ
て
い
る
状
況
等
に
応
じ
て
関
係
機
関
へ
つ
な
ぐ
（
同
行
支
援
を
含
む
）

警
察

児
童
相
談
所

婦
人
保
護
施
設

労
働
関
係
機
関

医
療
機
関

福
祉
事
務
所

婦
人
相
談
所

D
Vセ

ン
タ
ー

民
間
支
援
団
体

男
女
共
同
参
画
ｾﾝ
ﾀｰ

自
立
相
談
支
援
機
関
（
生
活
困
窮
者
制
度
）

（
児
童
虐
待
・D

V対
策
等
総
合
支
援
事
業
）
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (4)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 26,046 千円

29年度予算額： 22,539 千円

28年度歳出予算現額※1： 26,046 千円
28年度決算額： 19,653 千円

使用割合： 75.5 ％

－

－

該当施策概要

機構定員要求

－

　　センターの運営・管理に責任を持つ者（センター長及びセンター主管課長を対象とする
研修（支援体制の強化、相談員等の職員の円滑な管理）、相談員（センターの相談員及び
現にセンターと連携している民間相談員）を対象とする研修（法制度や支援実務に有用な
スキル等を専門家から学ぶ機会を提供するもの）を実施する。
　　センターを設置した地方公共団体における個別事案の対応を含めた関係機関間連携
の具体的方法に関する取組事例を収集・分析し地方公共団体に提供する。
   概ね平成30年度までにセンター設置を検討している市町村にアドバイザーを派遣する。

通し番号  130 

その他（具体的に）

③関係機関相互の連携体制の整備・強化
　個々の被害者の保護、支援をより適切に行うため、配偶者暴力相談支援センター、都道
府県警察、福祉事務所、児童相談所等の関係機関による、協議会の活用を促進するほ
か、関係機関間の連携の具体的方法の検討・共有等により、個別事案の対応を含めた関
係機関相互の連携体制の整備・強化に取り組む。

（４）配偶者等からの暴力の被害者への支援の充実等

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

女性に対する暴力被害者支援のための官官・官民連携促進事業

  配偶者暴力相談支援センター（以下「センター」という。）における相談件数の増加及び被
害の多様化に対応するため、センターを設置した地方公共団体の取組事例の収集・分
析、センター長等を対象とした研修の実施及びセンターの設置を検討している市町村への
アドバイザー派遣を通して、地方公共団体のセンターにおける相談対応の質の向上及び
被害者支援における関係機関の更なる連携促進を目的とする。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

７－２

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の
推進

－

８８、９０－２

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課
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女
性
に
対
す
る
暴
力
の
被
害
者
支
援
の
た
め
の

官
官

・
官

民
連

携
促
進
事
業

１
．
目
的

配
偶

者
暴

力
相

談
支

援
セ
ン
タ
ー
（
以

下
「
支

援
セ
ン
タ
ー
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
相

談
件

数
の

増
加

及
び
被

害
の

多
様

化
に
対

応
す
る
た
め
、
支

援
セ
ン
タ
ー
を
設

置
し
た
地

方
公

共
団

体
の

取
組

事
例

の
収

集
・
分

析
、
支

援
セ
ン
タ
ー

長
等

を
対

象
と
し
た
研

修
の

実
施

及
び
支

援
セ
ン
タ
ー
の

設
置

を
検

討
し
て
い
る
市

町
村

へ
の

ア
ド
バ

イ
ザ

ー
派

遣
を

通
し
て
、
地

方
公

共
団

体
の

支
援

セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
相

談
対

応
の

質
の

向
上

及
び
被

害
者

支
援

に
お
け
る
関

係
機

関
の
更
な
る
連

携
促

進
を
図

る
。

２
．
概
要

●
研
修

※
対
象

者
：
支

援
セ
ン
タ
ー
長

、
地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
支
援
セ
ン
タ
ー
主

管
部

（
局

）
の

職
員

、
官

民
の

相
談

機
関
の
相
談
員

●
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置

し
た
地
方
公
共
団
体
の
事
例
報
告
集

●
支
援
セ
ン
タ
ー
設
置
検
討

市
町
村
へ
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
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